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地方計画等の策定状況

策定者 策定時期

北海道地方建設副産物対策連絡協議会 H27.7

東北地方建設副産物対策連絡協議会 H28.7

関東地方建設副産物再利用方策等連絡協議会 H27.7

北陸地方建設副産物対策連絡協議会 H27.6

中部地方建設副産物対策連絡協議会 H27.4

建設副産物対策近畿地方連絡協議会 H27.6

中国地方建設副産物対策連絡委員会 H27.12

建設副産物対策四国地方連絡協議会 H27.10

九州地方建設副産物対策連絡協議会 H27.3

沖縄地方建設副産物対策連絡協議会 H28.3

建設リサイクル推進計画2014 H26.9.1

各地方計画

地方公共団体における計画
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地方公共団体における計画の策定状況

山形県建設リサイクル推進計画’１６
H29.2

茨城県建設リサイクル推進行動計画２０１６
H28.3

千葉県建設リサイクル推進計画２０１６
H28.3

東京都建設リサイクル推進計画
H28.4

川崎市建設リサイクル推進計画
H28.4

山梨県建設リサイクル推進計画２０１６
H28.4

静岡県における建設リサイクル推進計画２０１５
H28.2

北九州市建設リサイクル行動計画２０１６
H28.2

京都市建設リサイクル推進プラン ’１６
H28.3

※このほか、栃木県や青森県等では「建設リサイクル推進計画２０１４」策定以前に計画を策定 2



（１） 建設汚泥

・ 関係者の連携による発生抑制と再生利用の促進（関東）
・ 公共工事を中心とした再生利用の推進（北陸）
・ 再資源化施設が偏在・分散するなかでの再生利用の推進（北海道）

（２） 建設発生土

・ 復興事業への対応（東北）
・ 不適切な受入地への搬出の防止（近畿）
・ 中山間地域における建設発生土の有効利用の推進（中国）

（３） 建設発生木材

・ 施設での引取りが困難な伐採根等の現場内利用の促進 （四国）

（４） 建設混合廃棄物
・ 民間建築工事における排出抑制の取組みの促進（中部、九州）

（５） その他

・ 離島部における建設リサイクルの推進（沖縄）

地域固有の課題解決の促進（例）
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（１） 建設汚泥
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■再資源化・縮減率：８５．０％

■課題①：直接最終処分８％を再資源化施設へ搬出できていない、課題②：施設経由処分
７％の再資源化を促進できていない

【建設汚泥】リサイクルフロー（Ｈ２４年度）

①
場外搬出量

657 91%

8% ④最終処分55

再資源化・縮減率 （②＋⑤＋⑥）
①

＝85.0%

単位：万トン

1% ②工事間利用 4

③再資源化施設へ
598

再資源化
施設

⑤再資源化施設後再利用
448

⑥再資源化施設
減量化量 107

最終処分98

68%

16%

7% ⑦再資源化施設後
最終処分 44

再資源化率 （②＋⑤）
① ＝68.8%
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建設汚泥の地方別搬出量

【建設汚泥】発生状況

■関東地方からの搬出が、約50%（6,572千トンのうち、3,311千トン ）

■建築工事からの搬出が、約56%（6,572千トンのうち、3,423千トン ）

単位：千トン

全国における発注区分別搬出量

関東地方
からの搬
出が50%

単位：千トン

建築工事
からの搬
出が半分
以上
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

建設汚泥搬出状況（地方別・工事区分別、H24年度）

公共土木 民間土木 建築

北海道

関東

■北海道、北陸地方は、他の地域に比べ公共土木の搬出割合が高くなっている。
■関東地方では、建築工事からの搬出割合が高い。

公共土木の搬出割合が高い。 建築の搬出割合が高い。

【建設汚泥】搬出状況
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

建設汚泥再資源化・縮減率（地方別、H24年度）

再資源化 減量化（縮減） 最終処分

北海道 60.7%

89.0%

81.9%

85.6%

95.1%

89.2%

82.5%

88.6%

88.9%

87.9%

■北海道は、他の地域に比べ再資源化・縮減率が低い。

再資源化・縮減率が低い。

【建設汚泥】再資源化・縮減率
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建設工事における建設汚泥リサイクル事例集

■先進的な利用事例を収集するため、「平成２４年度建設副産物実態調査」より対象工事を
抽出し、平成２６年１１～１２月にアンケート調査を行った。

＜調査対象工事＞

・建設汚泥等を現場内利用量又は工事間利用量が
1,000トン以上の工事

・建設汚泥等の処理土を利用している工事
等

9
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/pdf/recy
clehou/recycle_rule/H26kensetsuodeijirei.pdf

事例集は以下からダウンロードすることができます。



 

■建設汚泥を現場内利用・工事間利用した工事及び建設汚泥処理土を利用した工事につい
て事例を紹介。

10

現場内利用・工事間利用
（２３件）

建設汚泥処理土利用
（２５件）

 

流動化処理土搬入状況

建設汚泥処理土埋戻し状況

 掘
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盛土材として利用した例埋戻材として利用した例

旧
堤
体
の
先
行
掘
削

埋戻材として利用した例

 

建設工事における建設汚泥リサイクル事例集



現場内利用
0.2%

現場内減量化

0.1%

再資源化
65.2%

減量化（縮減）

16.5%

最終処分
18%

【建設汚泥】関係者の連携による発生抑制と再生利用の促進（関東）

関東地方の特徴（現状と課題）

■他地方に比べ建築工事から発生する建設汚泥が多く、

なかでも、新築・増改築（非木造）からの割合が多い。

発生抑制の一層の徹底及び理解と参画の推進

再生品の利用促進（事業部局、環境部局、建設会社、処理施設の連携）

■海洋投入処分量削減に係る制度改正による影響
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建設汚泥地域別発生量

（単位：千ｔ）

建築

民間土木

公共土木

関東地域における
建築工事の建設汚泥発生量内訳

（単位：千ｔ）

新築・増改築

（非木造）

96.6%

新築・増改築

（木造）

0.1%

解体

（非木造）

2.2%
解体（木造）

0.1% 修繕

1%

・現在、建設汚泥の海洋投入処分を許可されているのは
関東地方にある産業廃棄物処理業者2社のみ。

現 行 ：中間処理業者

改正後 ：工事発注者

※建設汚泥の海洋投入処分の許可申請者

関東地域における
建設汚泥処理方法内訳
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【建設汚泥】関係者の連携による発生抑制と再生利用の促進（関東）

東京都環境局モデル事業における利用促進 （実施者：（一社）日本建設業連合会）

【今後の展開】
・品質管理基準の策定の検討
・関係主体間で課題解決のため
の協議を引き続き実施

【内容】

・改良土の品質管理を管理し、無償で建築現場に提供する仕組みにつ
いて試行・検証

・パンフレットを作成し、建設工事発注者・元請業者・土工業者に対し
て、改良土の利用促進を呼び掛け
・都内１０か所の建築工事で、約４，５００ｍ３の改良土を利用
・利用状況を品質面、経済面から評価
【成果】

・品質管理を徹底した改良土は、建設発生土に比べても異物が少なく
品質が均一であり、締固め性能が高いなど、建築工事での埋戻しに十
分使用できる土質性状を有していることを確認
・解体工事後の施工地盤構築において、地盤改良が不要になる可能性
あり（工期短縮、コストメリット）
【課題】

・安心して利用するための「品質基準への適合」「品質管理体制の確
立」等が的確に評価される認定制度の創設が必要
・再掘削時の廃棄物処理法上の取扱を明確にする必要
・無償提供でなくても利用を促進するための普及啓発

再生品の利用促進（事業部局、環境部局、建設会社、処理施設の連携）

【事業名】建築工事における建設汚泥改良土の利用促進事業

（「東京都『持続可能な資源利用』に向けた取り組み方針」の柱の一つであ
る「エコマテリアルの利用の促進」のモデル事業）
【目的】

・建築工事での建設汚泥改良土（以下「改良土」という。）の無償利用による
認知度の向上
・建築工事における改良土の資材としての性能評価の検討
・安心して利用するための改良土の品質基準・品質管理手法の検討

・一定の品質を有する製品が利用しやすくなるための法的取扱い方策につ
いての検討

モデル事業の概要図

日本建設業連合会東京都環境局

建設廃棄物協同組合

建設汚泥処理施設
（建廃協3社）

日建連会員企業

汚泥改良土利用現場

他の工事現場等

汚泥発生現場
（不特定多数）

汚泥改良土

（モデル事業の範囲）

発生土 発生土 発生土
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【参考】 再生資材の品質基準の整備状況

■JISや業団体の自主基準として、再生資材の品質基準が整備されている。

自主基準日本工業規格（JIS） 13

再生資材品目 用途 品質基準 策定年月

建設汚泥処理土 ドレーン材、路盤材、
流動化処理土、園芸資材

建設汚泥リサイクル製品評価のための
自主基準

(公社）全国産業廃棄物連合会 平成17年5月

再生加熱アスファルト
コンクリート

アスファルト混合物事前審査制度 日本道路建設業協会 平成6年

再生クラッシャーラン 路盤材 JIS A 5001（道路用砕石） 日本工業規格 昭和27年10月
最新改正：
平成20年3月

再生骨材 コンクリート用骨材 JIS A 5021（再生骨材H） 日本工業規格 平成17年3月
最新改正：
平成28年4月

JIS A 5022（再生骨材M） 日本工業規格 平成19年3月
最新改正：
平成28年4月

JIS A 5023（再生骨材L） 日本工業規格 平成18年3月
最新改正：
平成28年4月

パーティクルボード 再生木質ボード JIS A 5908 日本工業規格 昭和32年9月
最新改正：
平成27年12月

木質系セメント板 再生木質ボード JIS A 5404 日本工業規格 昭和25年8月
最新改正：
平成19年8月

木材・プラスチック
再生複合材

再生木質ボード JIS A 5741 日本工業規格 平成18年4月
最新改正：
平成28年3月

木質リサイクルチップ 木質チップ 木質リサイクルチップの品質規格につい
て

全国木材資源リサイクル協会
連合会

平成22年12月

再生硬質塩化ビニル管 衛生設備配管等 再生管の塩化ビニル管・継手協会規格
（ＡＳ-58）

塩化ビニル管・継手協会 最新改正：
平成20年6月



【参考】建設廃棄物協同組合による建設汚泥の自主基準の検討

【現 状】

・1都3県で217万トン（全国で452万トン）の建設汚泥が排出さ

れ、その6割が建築工事から（平成24年度国交省調査）

・大量に搬出されている建設発生土と競合し、建設汚泥改良

土の利用が進んでいない

・さらに、本年4月からの海洋投入処分量削減に係る制度改
正による影響が懸念

・建設汚泥改良土の利用促進が喫緊の課題

【建設泥土改良土の利用促進に向けて】

① 建設汚泥改良土の適切な利用を促進させるため、まず
は適切な品質基準を定めることが重要

② 建廃協で自主基準として「建設汚泥品質基準（案）」を作
成[東京都土木材料仕様書（ＣＢＲ）＋土対法指定基準適
合]

③ 上記「品質基準（案）」に基づき、日本建設業連合会に協
力して「東京都環境局モデル事業・建築工事における建
設汚泥改良土の利用促進事業」に取り組む

④ 上記事業において、建築工事現場から「一軸圧縮強度」
の基準を求められる。また、土対法溶出基準をごくわず
か超過した事例が発生した

⑤ 上記事業の結果を踏まえ、建廃協では「建設泥土改良土
品質管理基準」を制定

種類 品質 分析頻度等

泥土
改良土40

①土対法指定基準適合
②一軸圧縮強度

200～500ＫＮ/㎡
③最大粒径40㎜

①土対法指定基準
全項目/5,000㎥毎
重金属/1,000㎥毎
（ひ素等5項目）

②一軸圧縮強度
5,000㎥毎

③粒径 製造時に
ふるい選別

④その他
公的仕様書による

泥土
改良土13

①土対法指定基準適合
②一軸圧縮強度

200～500ＫＮ/㎡
③最大粒径13㎜

各種泥土
改良土

①土対法指定基準適合
②公的仕様書適合品

【建廃協 建設泥土改良土品質管理基準】

２．品質管理
（１）受入管理

① 土壌汚染対策法に定める指定基準（溶出・含有）に適合
しない建設泥土を受け入れない

② 建設泥土の搬出現場が実施している土壌分析結果（写
し）を入手する

（２）ロット管理

土壌分析、土質試験にあたっては、ロット管理を徹底する。
とくに自然由来により指定基準超過の可能性の高い物質に
ついては、土壌分析結果が判明するまで保管することを徹
底する。

１．品質基準
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【建設泥土改良土品質管理基準の特徴】

① 廃棄物由来のものに対する忌避感を和らげるため、用

語として「建設汚泥」ではなく「建設泥土」を使用

② 土質基準は「一軸圧縮強度」とし、上限を設定

２００ＫＮ/㎡以上：重機走行のための地盤改良不要

５００ＫＮ/㎡以下：再掘削時、塊状とならず土砂状

③ 受入基準は下図のとおりとするが、建築工事からの受入

が多いことから100％の受入管理は困難

④ 搬出時の品質管理

・ロット管理の徹底、サンプリングは右図のとおり

・自然由来による基準超過の可能性の高い重金属につい

ては土壌分析結果判明後出荷を徹底

本基準の受入基準

建設泥土改良土13

【参考】建設廃棄物協同組合による建設汚泥の自主基準の検討
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【建設汚泥】関係者の連携による発生抑制と再生利用の促進（関東）

発生抑制の一層の徹底及び理解と参画の推進

③大学生建設リサイクルワークショップの開催

対象：一般市民（大学生）
日時：平成28年9月13日

（テーマ：建設汚泥の再生利用先・再生製品のアイデア）

②建設リサイクル技術発表会・技術展示会の開催

対象：民間事業者、工事発注機関、一般市民
日時：平成28年10月5・6日
【技術発表会】

・特別講演
・取り組み工事の事例発表
・大学生建設リサイクルワークショップ報告
・パネルディスカッション

【技術展示会】
・企業等による工法、技術の展示
・発生抑制の事例紹介

報告

関東地方建設副産物再利用方策等
連絡協議会（H29.2.16）

16

「建設汚泥発生抑制工法集」の特徴
■汚泥削減効果があり、採用実績がある工法

に限定して掲載
■工法の情報を1シートで整理
■工法に関する記載内容

・採用実績
・標準工法に対する汚泥削減率
・トータルコストの増減
・工法の利用可能な地域
・採用にあたっての留意事項
・認定・評定等の情報

①発生抑制工法集（ （一社）日本建設業連合会）の活用

・ 日建連が「建設汚泥の発生抑制工法集」を策定（H26.12）
・ 日建連が会員企業に対して活動事例発表会を開催（H28.9.29）
・ 関東地方建設副産物再利用方策等連絡協議会で紹介（H29.2.16）

「建設汚泥発生抑制工法集」の掲載事例

分 類 工法数

既製杭・鋼管杭・場所打杭工法 ８

ソイルセメント壁工法 ９

地盤改良工法 ６ ソイルセメント壁工法
の攪拌状況



新材, 183

工事間利用, 
321

土質改良プ

ラント, 57

建設汚泥改

良土, 5
その他, 5

土砂利用種別（単位：万m3）

【建設汚泥】 公共工事を中心とした再生利用の推進（北陸）

北陸地方の特徴（現状と課題）

■北陸地方における土砂の利用状況は以下のとおり。

建設汚泥再生品の利用促進に向けた公共工事関係者の理解の醸成

登録・認定制度を活用した公共工事における再生品利用の促進

○北陸地方建設副産物対策連絡協議会（以降、北陸協議会）
においては、公共工事における建設発生土の工事間利用が
積極的に取り組まれている。

●建設汚泥改良土（建設汚泥の再生品等）の利用が年間5万
ｍ3程度。

※現場内再利用は除く

■北陸地方における建設汚泥は公共工事からの発生割合が多い。

国
8%

県
16%

市町村
27%

特殊法人

等
8%

民間土木
11%

建築
30%

建設汚泥排出量の機関別内訳（北陸）

公共土木工事で５９％を
占める
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場所打ち杭の施工状況 積込み状況



■講習会

「建築工事における建設汚泥改良土の利用促進事業について」
：一般社団法人 日本建設業連合会 環境委員会

日 時 ： 平成２８年１２月１日
場 所 ： 北陸地方整備局
参加人数 ： １２０名

（建設会社（土木・建築）、建設コンサルタント、発注機関等）
※このほか、各直轄事務所にも講演状況を配信

■施設見学会

日 時 ： 平成２７年１２月１日
場 所 ： 新潟県内の建設汚泥中間処

理・再資源化工場
（新潟県新発田市）

参加人数： ２１名
（発注機関､建設会社､ﾘｻｲｸﾙ関連企業等）

建設汚泥再生品の利用促進に向けた公共工事関係者の理解の醸成

■北陸協議会では、建設汚泥改良土について、正しい認識と理解を深
めることを目的とし、先進的な取り組み事例等を外部講師により紹介
頂く講習会やリサイクル施設の見学などを開催している。

【講演概要】
日本建設業連合会では、昨年度、東京都のモデル事業「建築

工事における建設汚泥改良土の利用促進事業」に参画し、建
設汚泥改良土の利用促進に向けた実証事業を行った。

本講演では、当該利用促進事業において、実際に各現場に
おいて活用された改良土に関する分析や評価結果について紹
介頂き、更なる改良土の利用促進を期待し改良土に対する正
しい認識を学習した。

※平成２７年度も建設汚泥の適正処理に関する講演会を開催

【当日の感想】

・現実的な講演で良かった。
・今回のように民間の視点に立った講演がいい。

・汚泥改良土の活用した事例、汚泥の再利用率を上げるため
にもぜひ他の事例もないものか。

▲(一社)日本建設業連合会 環境委員
会 建築副産物部会長 米谷 秀子 氏

▲講習会聴講状況

【建設汚泥】 公共工事を中心とした再生利用の推進（北陸）
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・リサイクル認定制度
循環型社会の形成促進を目的とし、「リサイクル製品を認

定」し、県発注工事等において当該認定製品を「優先的に
調達」する制度。市町村に対しても優先的な使用に協力を
求めている。

0

10

20

30

40

50

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

民間

公共

■新潟県

・Made in 新潟 新技術普及・活用制度
新潟県内の建設関連企業が開発した土木・港湾・建築分

野の新技術をトライアル工事等で活用した結果を含め広く
情報提供し、活用・普及を図ることを目的とした制度。

出典：新潟県ホームページ

※建設汚泥に関する新技術
現時点で３技術が登録
（建設汚泥改良土、改良固化剤）

19

※建設汚泥に関する製品
富山県：３製品認定、石川県：２製品認定

認定リサイクル製品の例
出典：石川県ホームページ

登録・認定制度を活用した公共工事における再生利用の促進

■国土交通省

・新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）において、建設汚泥に関する登
録技術は、現時点１８技術※が登録。

※建設汚泥改良土、改良固化剤、改良工法等（発生抑制技術は除く）

■富山県・石川県

【活用事例】

・H17.8～H19.12に高田河川国道事務所管内（国道18号）の植樹帯に汚泥改良土
の防草効果を確認するフィールド試験を実施。試験箇所において雑草の育成が
弱く、かつ植樹自体への影響は無く、防草効果が確認された。

・本実証効果の確認以降、NETIS及びMade in 新潟（右記）に登録。
登録後は公共工事のみならず民間工事においても継続的に採用されている。

本技術活用実績件数推移

【建設汚泥】 公共工事を中心とした再生利用の推進（北陸）

（件）

（年度）

▼未対策箇所

▼試験箇所



【建設汚泥】再資源化施設が偏在・分散するなかでの再生利用の推進（北海道）

北海道地方の特徴（現状と課題）

■建設汚泥の再資源化・縮減率は、全国の水準を大きく下回っている。（平成２４年度 全国：８５．０％ 北海道：６０．７％）

■建設汚泥処理においては、全国と比べて現場内利用の割合が低く、直接または再生資源化施設経由で最終処分をしている

割合が高い。重金属等の有害物質を含む汚泥の受入可能な再資源化施設は都市部に集中していること、処理土としての需

要が見込めない地域では脱水処理のみ行い最終処分していることなどが要因となっている。

■一方で、北海道の環境部局では、工事間利用が積極的に行えるよう、『再生利用されることが確実であること』、『生活環境保

全上の支障が生じないこと』、『排出事業者との間の委託契約が確実にできること』などを条件に、個別指定によらず、国や地

方公共団体等の行政に限って、協議により再生利用可能といった柔軟なルールを定めている。

○建設汚泥処理の内訳（平成２４年度）○建設汚泥再資源化等率の推移（全国、北海道）

個別指定によらない手続きを活用した「工事間利用」による再生利用の促進

再資源化に取り組んでいる中間施設への搬出の徹底

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場内利用 再資源化 再資源化経由最終処分 直接最終処分

1%
60% 11% 28%

7%6%76%11%

北海道

全 国
74.5 

85.1 85.0 

53.3

83.3

60.7
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20.0 
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100.0 
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）
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個別指定によらない手続きを活用した「工事間利用」による再生利用の促進

千歳川遊水地群整備事業では、北海道の担当部局と建設汚泥の再生利用計画についての事前調整を実施した後に、軟弱地盤の地盤改良時に発生する建設汚
泥を現場内に仮置き曝気し、埋戻しなどの用途に適合する土質に処理した後に、遊水地内の工事箇所及び近接の工事箇所に搬出し、埋戻し等に再生利用してい
る。

仮置・曝気 他工事の埋戻土に利用地盤改良に伴う建設汚泥

建設汚泥発生

建設汚泥発生

遊水地内工事の
埋戻土等に利用

近隣他工事の
埋戻土等に利用

江別太遊水地

晩翠遊水地

東の里遊水地

北島遊水地

舞鶴遊水地

根志越遊水地

えべつぶと

ばんすい

ひがしのさと
まいづる

きたしま

ねしこし 遊水地イメージ図

遊水地

平常時

周囲堤 洪水時に洪水の一部を遊水
地に貯留し、川の水位を下げ
る

洪水時

【千歳川遊水地群整備事業について】

石狩川の背水の影響を大きく

受ける千歳川流域の4市2町の

地先において、遊水地群を整備

【千歳川遊水地群整備事業における工事間利用の事例 】

【建設汚泥の工事間利用について】

千歳川遊水地群整備事業では、個別指定によらない手続きにより平成２８年度から平

成２９年度にかけて７工事から発生する約１８，０００㎥の建設汚泥を８工事の埋戻土等

に再生利用することとしている。

■建設汚泥の現場内利用及び工事間利用による再生利用を促進するため、連絡協議会等で事例等を周知

・建設副産物技術講習会において再生利用を促進するための講義を実施（平成２８年２月）

・北海道地方建設副産物連絡協議会において再生利用を行っている工事の事例を周知（平成２９年３月）

【建設汚泥】再資源化施設が偏在・分散するなかでの再生利用の推進（北海道）
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再資源化に取り組んでいる中間施設への搬出の徹底

■ 独自の建設汚泥処理に関する施設調査を実施

把握する情報
・受入条件
・処分方法
・施設処理能力
・保管容量
・主な再資源化用途 など

③次年度ストック量

　　　　　　　　　　　　ｔ

⑪再生砂・砂利（焼成以外）

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

⑫セメント用原料

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

⑬その他

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

⑥減量化量（場内）

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

⑦最終処分量（管理型）

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

⑧流動化処理土用

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

⑨盛土用土（建設汚泥処理土）

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

⑩再生砂・砂利（焼成）

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

①前年度までのｽﾄｯｸ量

　　　　　　　　　　　　ｔ

②受入実績

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

④改良剤混入量

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

⑤出荷量

　　　　　　　　　　　　ｔ/年

脱
　
水
　
等

再資源化・縮減率が低い一因
となっている「残さ」について把
握・分析を実施

各施設の情報をデータベース化し共有することにより、施設を選定するための資料とし
て活用

○建設汚泥処理に関する実態調査を実施し、各施設の再資源化縮減率を把握 ○施設個々の詳細な情報を把握

施設情報

ｔ/時

保管容量

販売料金

　　　　　　　　ｔ 　　　　　　　　ｔ
　　　　　　　ｔ/円

　　　　　　　　t/円

電話番号

受入時間

施設処理
能力（日）

施設処理
能力（時）

日/年 ｔ/日

受入条件

処分実績
受入費用

再生材名称

最大年間
実稼働日数

施設名
施設住所
受入期間

調査の実施により、適正処理を行っている施設を把握 施設情報を個票として取り纏めることで、例えば重金
属を含む汚泥受入可能施設の選別等に寄与

【建設汚泥】再資源化施設が偏在・分散するなかでの再生利用の推進（北海道）
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（２） 建設発生土
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東北地方の特徴（現状と課題）

岩手県復旧復興工事施工確保対策連絡調整会議等を利用した工事間利用調整
の促進

復興事業の状況（ベルトコンベアによる土砂搬出）

陸前高田市（気仙川河口・高田地区海岸付
近）

50 20 未実施

1,500 

700 

160 
220 

0

500

1,000

1,500

H21.11 H22.12 H23.12 H24.12 H25.12 H26.12 H27.12

（万㎥） 東日本大震災

岩手県沿岸部における建設発生土量の推移

【建設発生土】 復興事業への対応（東北）
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■現状と課題

○復興事業によって、発生量と利用量が大幅に増加。
○早期の復興（工程）優先のため、工事間調整が不調となる

こともあり、より機動的な調整機能が必要。
○平成２８年度の台風１０号災害に伴う災害復旧工事の本

格化に伴い、建設発生土の過不足状況の把握が必要。
○現段階で約２００万m3の土砂が余る見込みであるが、

「運搬距離が遠い」、「タイミングが合わない」などの理由
から流用に至らないケースがあることから、より効率的で
経済的な土量調整を行うための仮置場の確保等が必要。



岩手県復旧復興工事施工確保対策連絡調整会議等を利用した工事間利用調整の促進

『岩手県復旧復興工事施工確保対策連絡調整会議』の概要
岩手県では、東日本大震災津波からの復興を迅速かつ的確に推進するため、平成23年４月に「岩手

県東日本大震災津波復興推進本部」を設置。
その下部組織として、復旧復興工事を円滑に進めるため、平成25年２月に「岩手県復旧復興工事施

工確保対策連絡調整会議」(以下「県庁連絡調整会議」)を設置。
これを受けて、平成25年４月に久慈・宮古・釜石・大船渡の沿岸４地域において、それぞれ「復旧復

興工事施工確保対策連絡調整会議」(以下「沿岸４地域連絡調整会議」)を設置し、土砂流用の調整等
に取り組んでいる。

久慈地域
・洋野町
・久慈市
・野田村
・普代村

宮古地域
・田野畑村
・岩泉町
・宮古市
・山田町

釜石地域
・大槌町
・釜石市

大船渡地域
・大船渡市
・陸前高田市

【建設発生土】 復興事業への対応（東北）
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岩手県復旧復興工事施工確保対策連絡調整会議等を利用した工事間利用調整の促進

○調整内容（土量調整）
「県庁連絡調整会議」及び「沿岸４地域連絡調整会議」において、隣接

市町村も考慮した調整を行い、効率的な土砂流用を図っている。
• ３ヶ月に一度各発注機関(国・県・市町村)の土砂の発生状況を集計
• 土量の過不足状況の見通しについて情報共有 など

○調整結果 (土砂を一度仮置場に搬入しているもの)
発生場所：陸前高田市 及び 大船渡市
利用場所：岩手県防潮堤災害復旧事業
流用土量：２２９万m3程度

○その他の取り組み
土量調整に関連する仮置場の確保や、運搬に伴う交通渋滞対策等に

ついても、以下のような対応を実施。
• 復興交付金効果促進事業の活用により、複数の事業で活用できる

仮置場を確保。
• ベルトコンベアによる土砂搬出により、ダンプトラックの交通量を抑制。
• ダンプトラックに搭載したＧＰＳによる運行管理により渋滞の発生を抑

制。
• 渋滞の発生が顕著な交差点に右折レーンを新設。
• 道路汚損に対する当面の対応として、各道路管理者及び工事施工

業者による一斉路面清掃を実施。

大船渡市越喜来

事業用地での土砂仮置き状況

除塩土砂を活用した防潮堤盛土

釜石市小白浜海岸

土砂
流用

【市から県へ土砂流用】

【建設発生土】 復興事業への対応（東北）
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【建設発生土】 不適切な受入地への搬出の防止（近畿）

近畿地方の特徴（現状と課題）

■大阪府において崩落事故が発生

■大阪府が土砂条例（大阪府土砂埋立て
等の 規制に関する条例）を制定
（平成２６年１２月）

■指定処分が不徹底
・大阪府内の一部の地方公共団体では、
未だ指定処分が徹底されていない。

朝日新聞HPより

位置図

大阪府

豊能町

・発生場所：大阪府豊能郡豊能町木代地先
・発生日時：平成26年2月25日
・被災状況：残土処分地に積まれていた土砂が崩落。一般府道与野茨木線が300ｍ通行止め。

周辺約1,900世帯が停電。人的被害・家屋被害なし。
・土砂搬入者：大阪府の建設業者
・土地の区域指定状況：砂防指定地であることから、盛土等開発行為にあたっては、砂防法及

び大阪府砂防指定地管理条例に基づく知事の許可が必要。

受入地の登録制度の普及

規制部局と事業部局の連携の強化

崩落状況

府道境界土砂の流れ

発生時
期

場所 被害内容

H26.2 豊能町 府道通行止め、1,900世帯
停電
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■地域の実状を考慮し、次の項目を含んだ受入地登録制度導入
手引き書作成の検討を進めている。

○法律等により守るべき必須条件と各地域の特性を考慮した
選択条件

受入地の登録制度の普及

＜近畿での事例＞

福井県 兵庫県 奈良県 和歌山県

設立背景

建設発生土の
搬出先確保が
困難になった

建設発生土の
処分地不足に
なった

建設発生土の
適正処理を目
的としている

多量の土砂放
置による環境
保全上の支障
が生じており、
適正な処分を
明確にする必
要があった

対象工事
範囲

福井県及び市
町発注工事

兵庫県県土整
備部発注工事
（他部署や市
町村も活用）

奈良県県土ﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ部発注
工事（他部署
や市町村も概
ね活用）

和歌山県県土
整備部発注工
事（他部署や
市町村も活
用）

搬出先選定

原則、登録受
入地へ搬出し
ている

原則、登録受
入地へ搬出し
ている

原則、登録受
入地へ搬出し
ている

原則、登録受
入地へ搬出し
ている

登録件数

15箇所 139箇所 57箇所 55箇所

取組状況

目次案 内容案

１．目的 建設発生土受入地登録制度の目的について
記載

２．建設発生土の登録受入地へ
の優先搬出

建設発生土の搬出先優先順位について記載

３．新規登録申請 受入地の登録申請について記載
４．継続登録申請 登録受入地の継続登録申請手順について記

載
５．登録申請 登録受入地の登録審査手順について記載
６．受入が完了した民間受入地 事業が完了した場合の手続きについて記載
７．登録の取消など 登録取消について記載
８．先行地方公共団体による

運用上の留意点
運用上の課題や留意点について記載

■手引き書は、受入地登録制度未導入地方公共団体が導入を
検討できるよう、また既に導入済みの地方公共団体は既存
制度と比較できるよう協議会メンバーと内容の検討を進め
ていく。

＜手引き書の目次（案）＞

【建設発生土】 不適切な受入地への搬出の防止（近畿）
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山梨県

長崎県

島根県

鳥取県

広島県
兵庫県

福井県

和歌山県

奈良県

＜参考＞ 全国の普及状況（例）
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30

■民間の建設発生土リサイクルプラントを、地方公共団体のリサイクルプラントとして認定す
る「建設発生土リサイクルプラント認定審査制度」を設け、建設発生土の再利用を促進

発生土の流れ

・福岡市発注の公共工事から発生する建設発生土量は、平成９年度：約58m3のうち、道路
掘削による発生量は約30万m3と半数を占めており、そのリサイクル率は5％。

・道路掘削による建設発生土は細粒分が多く、埋め戻し材の品質基準が満足していない場
合が多い。

処理又は改良

・建設発生土リサイクルプラント認定審査基準を制定し、再利
用可能なプラントを公募

（工事現場）

処理土、改良土の流れ

＜参考＞ 福岡市におけるリサイクルプラントの認定

・埋め戻し土量に対するリサイクル率
平成９年度：35％ ⇒ 平成２６年度：94％

（リサイクルプラント8社9事業所）

・建設発生土リサイクルプラントとして認定（平成１２年
度より）し、建設発生土の再利用を促進

【取組の経緯】



森林法
担当部局

○ 違反事案については、複数の部局が関連する場合などがあることから、常時における知見の共有や、違反事案の発覚時における連携した対応

が有効。

〇 違反事案の状況を警察機関や環境部局に早期の段階で提供することにより、立件に向けた協力や、不法投棄の疑いの調査などが可能となり、

事案に対して行政の総合力を発揮（悪質な業者に対しては特に有効）。

〇 なお、違反の状況を公共工事の発注者に提供することにより、土砂の搬入を防止し、違反事案の拡大を防止することが可能。

森林法規制区域

公共工事の発注者

砂防法
担当部局

自然
公園法

担当部局

砂防法
規制区域

自然公園法
規制区域

違法事案
発覚

指導
・処分

警察
機関

環境
部局

指導
・処分

搬入禁止 不法投棄の
疑いの調査拡大抑制

規制部局と事業部局の連携の強化

農林・水産関係

農地法
担当部局

河川関係 環境関係 都市・地域整備関係

宅地造成
等規制法
担当部局

都市
計画法

担当部局

地すべり
防止法

担当部局

文化財関係

文化財
保護法

担当部局 立件
協力

【建設発生土】 不適切な受入地への搬出の防止（近畿）
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＜参考＞ 岐阜県における指導状況の公表

＜森林法＞ ＜砂防法＞
■岐阜県のホームページに掲載
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中国地方の特徴（現状と課題）

【中国地方の特徴】

中国地方は，総面積に占める山地・丘陵地

の割合が88％と全国で最も高く，我が国の中

でも厳しい地形条件を有する地域である。可

住地面積比率は四国と並んで最も低くなって

おり，沿岸都市部を除いて多くが中山間地域

としての性格を有する。

特に山陰では、可住地面積比率が低くなっ

ている。（図１）

工事以外の有効利用先の公募

【山陰道整備の促進】

山陰の高規格幹線道路の整備は遅れており、

ミッシングリンク解消や暫定２車線区間の対策など、

基幹交通ネットワークの強化、既存施設の機能強化 や高度化が課題となっている。

整備にあたっては、可住地を避け、急峻な山裾に計画するため、建設発生土の有効利用が

課題となっている。（図２、３）

図２ 高規格道路ネットワーク（H27.4）

【中国地方の建設発生土の現状と課題】

今後、山陰道整備に伴う大規模改良工事による建設発生土が見込まれる。公共工事間利

用だけでは搬出過多が想定されることから、事業単位での受け入れ先を検討するとともに

民間も含めた受け入れ先を幅広く検討する必要がある。

【建設発生土】中山間地域における建設発生土の有効利用の推進（中国）
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図１ 標高分布図

山陰 山陽 全国

面積 10,215 21,706 377,972

可住地面積 2,199 6,233 122,204

比率 21.5% 28.7% 32.3%

図３ 山陰道計画区間斜め写真



【建設発生土】中山間地域における建設発生土の有効利用の推進（中国）

地方整備局の事務所単位で実施していたが、公募要領（ひな形）を作成し中国地方建設副産物対策連絡協議
会にて周知し、公募実施の推進を行う。（公募要領については地整HPで公開予定）なお、試行マッチングに加えて
工事以外（農地、採石場跡地など）の用途について拡大していく。

工事以外の有効利用先の公募

募集要項

受入申込書

覚書

各種様式等をHPで公開

現在作成中

埋立開発規制法令
等による県知事等
の認可関係手続き
の確認など

埋立許可証
の写し等
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○公募期間
（１回目）H26年6月14日(月)～H26年7月15日(火)
（２回目）H26年11月4日(火) 〜 H26年12月19日（金）
○公募内容 「発生土（トンネルズリ）受け入れ」※無償
○募集資格

・建設発生土受入に必要となる関係法令に基づく許可又は認可等を受けている者で
あること。

・建設受入地は、建設発生土の受入実績があること。
・10tダンプトラックの走行に支障が無く、地域住民の了解を得ていること。
・受入可能数量は予定発生土量を満たさなくて良い。

○公募内容 「砂利採取」及び「発生土受け入れ」※無償
○公募期間 H26年10月16日（木）～H26年12月19日（金）
○予定土量 約6万m3（約2万m3/年）
○応募資格

・砂利採取業者登録証の交付を受けていること。
・採取にあたっては、採取計画の許可申請及び河川法25条

に基づく土石等の採取許可申請が必要。

【結果】
1者より応募あり

○応募者：建設会社

○作業内容： 高津川沿いの牧場が所有し
ている土地のくぼみを整正するために利用
する。その牧場主とくぼみ整正の契約をして
いた建設会社から応募あり。
○搬入予定土量：約3万m3（残りの3万m3は
県事業へ搬出するよう調整済み）

【結果】
・募集のあった者から、1者を特定。（コスト比較より）
・当該者を運搬先として明示し（任意）、積算へ計上。

※条件を『有償』と見直して公募
○公募期間 H27.1.14日(水)～H27.2.13 (金)
○受け入れ期間 受入先決定後～H29年3月

【事例１】 『高津川改修に伴う発生土の受入地公募』

【事例２】 『休山トンネル掘削残土の受入地公募』

工事以外の有効利用先の公募

※過去の実施例

受入地での搬入状況【事例１】

受入地での搬入状況【事例２】

搬入先【事例２】

【建設発生土】中山間地域における建設発生土の有効利用の推進（中国）
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応募者無し



（３） 建設発生木材
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■再資源化・縮減率：９４．４％

■課題①：直接最終処分５％を再資源化施設等へ搬出できていない、課題②：焼却施設での
熱エネルギー回収の促進が必要。

【建設発生木材】 リサイクルフロー（H24年度）
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堆肥

パーティクルボード

建
設
発
生
木
材

製紙（板紙）

敷料

マルチング材

約 36万t

燃料利用

約 31万t

約 38万t

約 21万t

約 14万t

約 255万t

その他

約 51万t

縮減（焼却）
約26万ｔ

最終処分
約28万ｔ

場外搬出
約500万ｔ

再資源化
約446万ｔ

○建設発生木材はパーティクルボード（マテリアル利用）や、バイオマス発電等の燃料
（サーマル利用）に再資源化されている。

※再生品別数値は、平成２４年度建設副産物実態調査（国土交通省）の回答施設における処理内訳で按分

【建設発生木材】 再資源化状況
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

建設発生木材再資源化・縮減率（地方別、H24年度）

再資源化 減量化（縮減） 最終処分

四国

■四国地方は、他の地方に比べて再資源化・縮減率が低い。

再資源化・縮減率
が低い。

【建設発生木材】 再資源化・縮減率（地方別）
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【建設発生木材】施設での引取りが困難な伐採根等の現場内利用の促進 （四国）

四国地方の特徴（現状と課題）

■全国と比べて、再資源化・縮減率が低い
（全国 ９４．４％ 四国 ８５．５％）

■原因を分析すると、直接最終処分場に搬出しているもの
がある。

→ 場外搬出量の内、直接最終処分が１１％を占めてお
り、再資源化施設等へ搬出できていないことが課題とし
てあげられる。

伐採根等の現場内利用事例集の作成

①発生した木材が腐食していた為、再資源化ができなかった。
②伐採樹木の内、根株部分について再資源化施設へ持ち込めなかった。
③河川内にあった伐木草根であり、土砂を多くかんで分別困難であった。
④釘や配線被覆材等が混合していた為、再資源化施設へ持ち込めなかった。

⑤再資源化施設までの距離が50ｋｍ以上離れていた。
⑥近隣に再資源化施設がなく、58ｋｍ離れた最終処分場で処理した。

⑦火事に伴う建築物の解体工事であり、一部炭状になっており、再資源化施設
へ持ち込めなかった。

⑧伐採樹木の乾燥が必要であり、乾燥させるヤードと時間が無かった。

最終処分の主な理由

【再資源化不可】

【近隣に施設無し】

【その他】

（公共工事の一部を対象に実施した追跡調査の結果より）

再資源化が困難な建設発生木材（イメージ）

◆建物解体等で発生する木材

◆根株部分の掘削・撤去

◆河川で発生する汚泥混じりの木材

◆土砂が多く付着した伐採根

40



H27年度 H28年度 H29年度

1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

●

伐採根等の現場内利用事例集の作成

○取り組みスケジュール（予定）

◆H28年12月に建設副産物対策四国地方連絡協議会

（行政機関等担当者会）を開催

→協議会において伐採根等の現場内利用事例集の作

成について、具体に取り組んでいくことを確認。

建設副産物対策四国地方連絡協議会
（行政機関等担当者会）の開催状況

『伐採根等の現場内利用事例集（イメージ） 』

協議会開催

～伐採根等の現場内利用の事例収集調査・とりまとめ～ 関係機関等へ展開（最終処分等の把握・整理）

【建設発生木材】施設での引取りが困難な伐採根等の現場内利用の促進 （四国）

41



＜参考＞ 再生可能エネルギー固定価格買取制度

■経産省主導により平成１５（２００３）年、非再生可能エネルギーによる発電事業者に対し、
再生可能エネルギーによる発電の義務付け（ＲＰＳ制度）が開始。

■平成２４（２０１２）年、再生可能エネルギー固定価格買取制度（ＦＩＴ）開始。

■ＦＩＴ開始により再生可能エネルギーの設備導入が急増。特に、太陽光発電は急速に増加、
バイオマス発電は微増。

■建設廃棄物由来の調達単価は、他のバイオマス種類と比較して安価。

✓再生可能エネルギーの導入状況 ✓平成２８年度の調達価格と調達期間

電源
バイオマスの

例
調達価格

1kWh当たり
調達期間

建設資材廃棄
物（リサイクル
木材）、その
他木材

13円+税

下水汚泥・家
畜糞尿、食品
残さ由来のメ
タンガス

39円+税

2,000kw未満 40円+税

2,000kw以上 32円+税

製材端材、輸

入材※、パー
ム椰子殻、も
み殻、稲わら

24円+税

剪定枝・木く
ず、紙、食品
残さ、廃食用
油、黒液

17円+税

※「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に基づく証明のないものについては、建設資材廃棄物として取り扱う。

バイオマス
間伐材、主伐

材※ ２０年間
間伐材等由来の木
質バイオマス

バイオマスの種類

建設資材廃棄物

メタン発酵ガス（バイオマス由来）

一般木質バイオマス・農産物の収
穫に伴って生じるバイオマス

一般廃棄物・その他のバイオマス

出典：再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック 2016（平成28）年度版

平成２４年７月にＦＩＴを開始して以降、平成２６年３月に
３,４９２万kWhに達し、平成24年からの年平均伸び率は

３３%。
平成２４年７月

ＦＩＴ開始
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■建設資材廃棄物（木材）を利用した許可を受けたバイオマス発電施設数（地方別）

北海道地方
２施設

関東地方
１４施設

北陸地方
３施設

中部地方
１１施設

近畿地方
１３施

中国地方
８施設

沖縄地方
１施設

九州地方
２０施設

四国地方
２施設

東北地方
９施設

平成24年7月～平成29年2月時点の集計

＜参考＞ 再生可能エネルギー固定価格買取制度
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（４） 建設混合廃棄物
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①
場外搬出量

280

70%
③再資源化施設へ

197

29% ⑤最終処分 80

再資源化
施設

0.3%⑦再資源化施設減量化量 1

最終処分117

単位：万トン

57% ⑥再資源化施設後
再利用 160

0.1% ⑩焼却施設後最終処分 0.4

1%④焼却施設へ2

1% ⑨焼却施設減量化量 2

13% ⑧再資源化施設後
最終処分量 36

再資源化率 (②＋⑥)
①

＝57.3%
再資源化・縮減率 (②＋⑥＋⑦＋⑨)

① ＝58.2%

②工事間利用 0

■再資源化・縮減率：５８．２％

■課題①：直接最終処分２９％を再資源化施設へ搬出できていない、課題②：施設経由処分
１３％の再資源化を促進できていない

【混合廃棄物】 リサイクルフロー（H24年度）
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367, 11% 99, 3%

2,795, 86%

公共土木 民間土木 建築

■建築工事（ほとんどが民間建築）からの搬出量が多い

【混合廃棄物】 排出量の内訳

建設混合廃棄物の搬出状況（発注区分別、H24年度）
単位：千トン

建築工事（大半が民間
建築）からの搬出量が
多い。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

再資源化施設の再資源化等率（地方別、H24年度）

再資源化 減量化 最終処分

中部

九州

中部

九州

50.0%

92.5%

86.9%

86.7%

87.3%
56.7%

79.4%

86.8%

94.5%

91.4%

69 .0%

82.0%

95.7%

91.1%
89.5%

70.4%

70.3%

78.7%

44.8%

85.1%

■地域により再資源化施設の再資源化等率に差があり、九州地方では焼却・減容施設の減
量化の割合が最も低い。

【混合廃棄物】 再資源化等率
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焼却・減容施設の減量化の割合が最も低い

全国値：77.4%

全国値：81.0%



県別の排出量の割合（図－１）では、愛知県が最も多く、
全体の５６％を占めている。平成２７年度の建築着工統計
調査（国土交通省）では、愛知県の着工建築物の床面積は
東京都に次ぎ全国第２位であり、さかんに民間建築工事が
行われており、それに伴う建設混合廃棄物の排出量も多い
ことが伺える。今後、高度経済成長期以降に建てられた多く
の建築物が更新時期を迎えることにより、建て替えにより引き
続き多くの建設混合廃棄物の排出が想定される。

中部地方の特徴（現状と課題）

【中部地方の建設混合廃棄物の課題】

平成２４年度の建設混合廃棄物の排出率（全建設廃
棄物排出量に対する建設混合廃棄物排出量の割合）は
全国３．９％に対し、中部は４．７％と全国平均を上
回っており、混合廃棄物として廃棄される量が多い。
また、毎年中部独自で実施している簡易型実態調査で
は、建設混合廃棄物の排出量（図－２）は、平成２２
年度以降上昇傾向が続いており、全国と比較しても排
出量削減の余地があると考えられることから、中部地
方建設副産物対策連絡協議会では、削減に向けた取組
みを実施している。

（図－２）

コンクリートがら

プラスチックタイル混入

タイル混入

廃石膏ボード

濡れたり、クロス等の付着物がある

（【参考】建設混合廃棄物の実例）

民間建築工事における発生抑制の促進（愛知県建設業協会等との連携）
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【混合廃棄物】民間建築工事における排出抑制の取組みの促進（中部）

＜中部＞建設混合廃棄物 各県別比率
（平成24年度 建設副産物実態調査より）（図－１）



【現場分別マニュアル】

建設混合廃棄物の排出量を減らすには、建設現場ごとに廃棄物

の発生状況や周辺環境等の状況が異なるため、建設現場に応じ

た最適な分別方法を選択することが必要である。

「現場分別マニュアル」を作成し、排出事業者の建設混合廃

棄物の分別に対する意識の向上を図り、現場分別の計画設定

や分別実施をサポートすることで現場分別を進める。

（利用方法）

・現場分別品目の設定に活用する。

・現場分別方法の決定に活用する

・現場分別の実施に活用する。

【建設業団体との連携】

排出量の多い愛知県を中心に、建設業団体と連携し民間建

築工事での建設混合廃棄物の排出量を減らしていく。

中部地方建設副産物対策連絡協議会合同部会の中で「現場

分別マニュアル（案）」の提案を行い、意見照会のあと内容

の確定を行い、活用が図られるよう取り組んでいく。

民間建築工事における発生抑制の促進（愛知県建設業協会等との連携）

「現場分別マニュアル」では、分別品目の設定にあたり、参

考となるステージ０～５の方法を示し、個々の工事の現場状況

に応じ最適なステージを選択する。

①現場分別品目の設定

現場分別マニュアルを参考に収集運搬業者等と分別品目を調整

・

②現場分別方法の決定

現場分別マニュアルを参考に回収容器、設置場所、等を決定

③施工計画への反映

④現場分別の実施

現場分別マニュアルを参考に現場作業員に周知・教育

（現場状況に応じたステージの考え方）

【混合廃棄物】民間建築工事における排出抑制の取組みの促進（中部）

H29.2.10 中部地方建設副産物対策連絡協議会 合同部会
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九州地方の特徴（現状と課題）

全国の建設混合廃棄物の平均再資源化・縮減率は、58.2%であるが、九州地方においては、平均
49.6%と全国平均を下回っている状況である。
新築・増改築工事の建設混合廃棄物の排出割合は、H17年度以降、上昇傾向となっており、H24年
度においては全体の73%である。
また解体工事（H24年度）の排出割合の15%を加えると、88%の割合となり建築関係の工事よる排出
が多いと考えられる。
九州地方の建設混合廃棄物の排出量は、前回調査（平成２０年度）より６％増加している。

工事種類別排出割合の推移

民間工事における搬出抑制の取組の促進

産業廃棄物分別状況

53%
41%

66% 73%

24% 42%

21% 15%
23% 17% 13% 12%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

H14 H17 H20 H24
土木 解体 新築・増改築

【混合廃棄物】民間建築工事における排出抑制の取組みの促進（九州）

88％



排出量削減のため現場分別の周知徹底

狭小なエリアでの作業が多く、分別を実施するスペー
スが少ない事が考えられ、また工期の長短によって、
分別の精度（細かく分けるなど）、施設への運搬先など
も異なることから、その状況（ステージ）により、分別の
レベルを定めた「現場分別マニュアル」を作成。

現場代理人及び現場作業員向けに各品目の写真を
使用した「現場分別啓発ポスター」を作成

九州地方整備局のホームページに掲載

九州地整HP掲載状況

現場分別マニュアル

民間建築工事における搬出抑制の取組の促進

現場分別マニュアル

各県に対し、民間団体を含めた県単位の協議会（※）
を通じて、市町村の工事受注者や民間など「現場分別
マニュアル」の効果的な周知について検討している。

九州版推進計画2014の中間達成状況の把握を行
い、排出割合低減のための対策について、 九州副産
物対策連絡協議会員と共に、課題を抽出し、効果的な
対策について協議を実施していく。

（※）県単位協議会設置は九州版推進計画の重点課題の一つ。

県単位の協議会が未設置の個所については、設置を促している状
況。

H28.4

H29.1

今後

H28.3

【混合廃棄物】民間建築工事における排出抑制の取組みの促進（九州）
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民間建築工事における搬出抑制の取組の促進

現場分別啓発ポスター現場分別ポスター

【混合廃棄物】民間建築工事における排出抑制の取組みの促進（九州）
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（５） その他
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84% 91% 87%

60%

21%

57%

76% 70%

86%

0%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

Co塊 As塊 木材 汚泥 混廃

本島計 離島計

【その他】 離島部における建設リサイクルの推進（沖縄）

沖縄地方の特徴（現状と課題）

ゆいくる材の使用（再生資源含有資材）により離島における再資源化の促進

促進率の比較

沖縄県産業廃棄物
処分（中間・最終）業者所在地（平成２５年度）

建設副産物処理施設数

○沖縄県は島嶼県であり、離島においては処分場（中

間・最終）が限られており、再資源化施設へ搬出の促進
率が本島よりも低い状況となっている。

Co殻 As殻 木材 汚泥 混廃

本 島 66 58 72 43 103

離

島

宮古島市 9 9 8 2 8

石垣市 4 4 4 5
竹富町 1 1 1

伊江村 1 1 1

久米島 1 1 1

多良間島 1 1
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※促進率：（他工事現場への搬出量＋中間処理施設(単純職客を除く)の搬出量）/（工事現場外への搬出量）



本工事で使用する資材に対し、「沖縄県リサイクル資材評価認定制度」にて認定
を受けた資材（ゆいくる材）が利用できる場合は、原則として使用するものとする

沖縄県では、県内で排出された建設廃棄物等を原材料として製造されたリサイクル資材につい
て県が安全性や品質及び性能を評価・認定し、これを公共工事で使用することで天然資源の消
費を抑制及び最終処分場の減量化を図る等々、持続可能な『資源循環型社会』の実現を目的
として、平成１６年７月に「沖縄県リサイクル資材評価認定制度(以下、『ゆいくる』)」を制定

ゆいくる材の使用（再生資源含有資材）により離島における再資源化の促進

「沖縄県リサイクル資材評価認定制度（ゆいくる）」

第○条 本工事における県産品の優先使用について

本工事で使用する建設資材等（ゆいくる材含む）については、県内各機関から
の県産品優先使用要請に鑑み、沖縄県内で生産、製造され、かつ規格、品質、
価格等が適正である場合にはその優先使用に配慮すること。

■また、一部の市においても、特記仕様書に記載し、再資源化の促進を
図っている。

【その他】 離島部における建設リサイクルの推進（沖縄）
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■国直轄工事では、この制度を活用するため、特記仕様書に記載し、再資源化の促進を図る。



受賞者の地域における建設・土木造成工事に伴い発生する掘削土（以下、建設
発生土）には、地域的に大きな天然石、及び平石状の天然石が多く含まれている。

このような天然石を含む建設発生土は、盛土材として施工が困難であるばかりで
なく、締め固めも不十分となることから混在して活用できないため、土砂と天然石を
分別し、土砂は盛土材として活用できるものの、天然石については、島内には砕石
工場もないため、最終処分を余儀なくされていた。

このことから、島内を一周できる国道・県道・町道を中心に、平成19年度より緊急
雇用促進事業として、掘削土より発生する天然石を処分場等へ廃棄するのではな
く、石積み花壇にリサイクルする事業を実施している。さらに、平成24 年度からは
平石を法面の保護材としてリサイクルを行う「長島・ぐるっと一周景観整備事業」を
実施している。

平成26年度現在で、盛土材として転用ができない大きな天然石は道路沿いの花
壇として約14ｋｍを再利用し、平石状の天然石は約8,000ｍ2 を法面保護材としてリ
サイクルしている。
その結果以下のような良い効果の派生につながる。
・最終処分量の縮減（リデュース）
・雑草の繁茂が抑えられ、視野が広がることにより車両の走行安全性が向上
・法面の保護や維持管理性の向上による、毎年の除草で出ていた枯れ草処分量
の発生抑制

長島町はもともと急傾斜な土地が多く、耕作地は石積みによる段々畑が多く存在
するため、石積みの花壇や平石による法面保護材などで景観的にも地元にあった
ものになっており、「石積みの町」をテーマに、花壇等を生かしたフラワーロード事
業を行い、地元で発生する石材の再利用を促進している。

平成27年度リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰

＜本文＞

【その他】 離島部における建設リサイクルの推進（鹿児島県）
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